
市町教育委員会における指導主事を通した学校支援の在り方

一教育行政職員・校長を経験した教育長のインタビュー調査から-

前橋工科大学小林清

1 .目的ならびに課題

本稿の目的は、教育委員会の学校支援の在り方に関して、教育行政職員・校長を経験した教育長

が教育委員会から受けた支援の在り方について内省的に振り返り、その後指導主事をどのように

活用し学校支援を行ったのかという視点から、検討の素材を提供することである。

平成 11(1999)年「地方教育行政の紘織及び運営に関する法律J(以下、地教行法)の改正をは

じめ教育改革や分権改革のもと教育委員会の役割や機能をめぐっては、教育委員会の形骸化、廃

止論、権限縮小論、改善論など様々な立場から議論がされている。また、近年では教育の地方自

治機構としての教育委員会機能の充実の観点から、学校現場や地域住民の要望を吸い上げ、地域

独自の教育政策の形成に教育委員会が積極的に関与することやその実施に向け学校改善の支援機

構としての機能が強く求められ、「専門家jとしての教育長には「専門性jに基づく 「専門的指導

性jの発揮が今まで以上に期待されている。教育長の中心的任務は、組織的情報処理に基づく問

題の整理や専門的助言であり、教育政策の立案や執行の責任を担う。教育委員会の専門的指導性

は教育長職とともに指導主事職の配置によって担保される。そのため、学校支援の在り方を検討

する際には、指導主事に関して制度創設の歴史的な経緯、職務実態、法改正に伴う在り方等の観

点から研究されている。しかし、教育織出身の教育長が自分の経験を元に、どのような認識に立

って指導主事を活用し学校支援を行おうとしたのかとしづ報告は見あたらない。

指導主事は、「学校における教育課程、学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関

する事務に従事するJ(地教行法第四条3項、教育公務員特例法第2条5項)教育委員会事務局

の!隊員であり、専門的教育職員である。指導主事の職務は、配属先によって内容が大きく異なる。

教育委員会の事務局内においては、教育長の職務を補佐する立場から、指導計画の改善、教育課

程の研究、教科書採択事務、教職員研修計画、議会答弁作成など指導行政事務に携わっている。

また、学校現場との関わりでは指導助言活動として学校教育の改善の向け、教育課程や校内研修

会、授業研究会等に指導助言者として関わっている。老山由美(1996: 59-70)の調査によれば、指

導主事は事務局内の指導行政事務に職務量の7割以上をあて、学校への指導助言活動が十分に行

われていない状況であり、むしろ今日的な中心的な職務内容は、指導助言活動より指導行政事務

に推移してきていることを指摘している。

こうした点を踏まえ、本積では、まず①指導主事の職務内容の変遷について概観し、指導主事
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の職務をどのように捉えたらよいのかを整理する。その上に立って②学校支援を受けた校長とし

て教育委員会の学校支援をどのように認識したのかを明らかにし、その後③教育長として指導主

事をどのように活用し学校支援の改善を行ったのか、元教育長3名の実践に関するインタビュー

データから学校支援の在り方を検討してし、く。

2.指導主事制度の変容と職務内容

本章においては、先行研究をもとに指導主事の職務内容の変遷について整理し、現在求められ

ている指導主事の職務内容について考察する。

( 1 )昭和23(1948)年教曹委員会法(以下、教委法)下の指導主事の職務特徴

戦前の視学官制度は、集権・宮治的な教青行政を支える仕組みとして機能し、教育に関する国策

が現場に浸透しているかどうかを「視るj、チェックすることで、あった。それに対して指導主事制

度はアメリカ合衆国の制度をもとに教委法において初めて発足し「指導主事は、教員に助言と指

導を与える。但し、命令及び監普をしてはならなしリ(第52条第4項)と規定された。

高橋寛人(2000:98-111)は、指導主事誕生の背景について、 CIE(民間情報教育局)と文部省と

の折領;過程から明らかにしている。CIEは教委法案中にあった「視学委員(inspector)Jをrteacher 

consultantJと改めるように指示した。また rconsul tantJの訳語をめぐっても、「視学Jを改め

「補導主事Jr指導主事Jと二転三転している。 r指導j としづ言葉には外からの力によってある

方向に導くとしづ意味を含み f外から、ないし上から一方的に導くと言うマイナス的要素jを含

んでおり、 CIEの趣旨とは異なった異訳を文部省が行ったと指摘している。その意閣として文部

省は新視学である指導主事を教師に対して上からの指導者と捉えることによって、日本側の主体

性を主張したという。これと同様に異訳したものとして文案「指導と助言j は radviceand 

assistanceJの訳であり、 rassistanceJの訳語を当初は「援助」としたところを「指導jに改め

法文化したとしづ。制度設計上指導主事は「取り締まったり、行政権力を行使したりせず、激励

したり指導したりするような相談員(コンサルタント)や有能な専門的アドバイザーJ(アメリカ教

育使節団報告書:67)を期待され、条文中に「但し、命令及び監督をしてはならなしリと但ーし書

きを加えることにより、より一層「教師の好き友であり、常に激励と賞賛をもって教師と交われ

るJように歯止めをかけられていたが、文部省によって意図的に書き換えられたことが分かる。

実際の活動では、命令・監督権を持たないといえども、'判交からみれば指導主事は監督官庁である

教育委員会の役人であり、戦後まだ、年数もたつておらず、封建的風土が残り、上からの改革者、

新教育の普及者、啓蒙者にはなれでも、教師の真の相談相手になることは困難で、あったとしづ。

当時の指導主事の職務については、初等教育担当の視学宮でCIEとともに指導主事の職務内容

について解説書を作成していた武田一郎(1952:63)によると、本務は教員への教育指導、助言指導

活動、そして事務局内では各種会合への参加、助言指導活動の企画や事務整理、報告や進言など

指導行政事務も職務とされており、今日の職務内容の原形をみることができる。
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(2)昭和31(1956)年地教行法下の指導主事の職務特徴

昭和 31(1956)年には地教行法が制定され、教委法が廃止になり、指導主事制度は大き く変容し

ていく。

小島弘道(2007: 14-20)によれば、教委法を廃して新たな地方教育行政法を制定することによっ

て文部省を頂点とする集権的教育行政の体制を整え、学校に対する教育委員会の統制を強め、戦

後教育改革でクローズアップした学校の自主性を制限し、縮小したとしている。指導主事制度に

関しては、堀(2009: 206)は「スタッフ(紘織の中の命令系統に属さず、自由な立場から助言する

ポスト)から fライン(命令系統の一部として上司の意向を受けて職務に従事するポスト)Jとし

て明確に位置づけられたと指摘する。つまり「上司の命を受け、学校における教育課程、学習指

導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事するJ(地教行法第 16条第3項)

立場、つまり教育長の補佐として教育における全般的な専門的事項の事務に従事する位置づけの

指捕監督関係に組み込まれた。また、教委法にあった「命令及び監督をしてはならなしリとする

但し書きも削除され、指導主事の位置づけと役割が大幅に書き換えられたのである。

昭和 33(1958)年には学校教育法施行規則jの改定により学習指導要領が法的な拘束力をもち、学

習指導要領の徹底のために改訂教育課積極旨徹底講習会(伝達講習会)、道徳教育指導者講習会等

が行われた。また学力テストが実施され、指導主事は学校訪問により学習指導要領の実施状況を

チェックすることが期待され、その職務が指導主事の職務の中心となっていった。

教育委員会が学校に対して規制する関係が強まるにつれて、指導主事の職務は、教育課程の編

成や実施に関する専門的指導・助言者で、はなく、校内研究会等での指導主事の発言は必然的に指

示・命令的な性格を帯びるようになっていった。指導・助言と指示・命令との区分が不明確で、

専門的識見に基づいた技術的助言の影を潜めるようになった。そのため、学校現場からは単に学

習指導要領に対する反対闘争だけでなく、勤務評価体制打倒の見地からの学校自治論と連動し指

導主事の l'判交訪問反対」運動に繋がっていったO その結果、学校と教育委員会の対立関係は、

学校と指導主事問の緊張関係に連なり、教育課程に関する指導行政はますます形式化・形骸化の

傾向を強くもつようになっていった(高橋 2000: 309-315)。さらに、「指導・助言Jによる規制

関係の強化は、学校の教育委員会への依存性を高め、学校の主体性や自律性の後退を招くことに

なった。また、これは地方教育委員会においても文部省への従属性が高まり、各自治体の独自性

が後退し、全国画一的な施策展開になっていったO

さらに、戦後の地方分権化構想の中から生み出された「指導・助言」機能は自治体内でも巧妙に

活用され、教育委員会が首長より独立した行政委員会の形を取っているが故に、首長や議会から

の直接的な関与は及ばないものの、予算や人事権を持たず独自の政策や活動に取り組めず、正当

性の担保を文部省、都道府県の意向を盾に進める手段としても使われ、このことが自治体の総合

行政を損なう弊害を生み出してきたと新藤宗幸(2002:162)は指摘している。
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(3)平成11(1999)年改正地教行法下の指導主事の職務特徴

平成 10(1998)年中教審答申「今後の地方教育行政の在り方Jは40年余年間にわたって維持さ

れてきた地教行法体制を見直す戦後教育行政の一大エポックで、あったと堀内孜(2001:ト30)は指

摘ーしている。昭和 31(1956)年における地教行法の制定の背景は i55年体制Jの確立と 1960年代

の高度成長に向けた全面的な社会運営システムの転換が措定されていた。この答申に基づく地教

行法の改正は、東西冷戦の終結と i55年体制」の終駕による政治的再編を基盤とした地方分権改

革の一分岐点としての側面を強くもっていた。むしろそれらに促され、それに追随して日本の行

政システム全体を地方分権化していく一連の政策によって進められた。それと同時に「学校の自

律性確立」を課題としても改革は進められた。

その中で、教育委員会の役割、教育委員会と学校との関係に大きな見直しが行われた。その視

点として、①教育委員会と学校との見直しと学校裁量権限の拡大、②校長・教頭への適材の確保

と教職員の資質向上、③学校運営札織の見直し、④学校事務・業務の効率化、⑤地域住民の学校

運営への参画という 5視点から、法制度、運営実態、事業の在り方を改善していったO そして、

教育委員会の権限を縮減し、学校裁量権限を教育課程・人事・予算にわたって拡大する方向で見

直しがされ、教育委員会の学校支援機能を拡大することが目指された。これは教育委員会と今ヰ交

との関係を規制-依存関係、から、自律-支援関係への根本的な転換を図ろうとする意図で、あったと

大脇康弘(2002: 160-163)は指摘する。

教育委員会と学校との規制-依存関係を醸成してきた「指導・助言Jは、責任分担の明確化と学

校の主体性の尊重という観点から、学校に対する指示・命令と指導・助言との11唆汚IJがなされ、指

示・命令は法的な強制力をもち、指導・助言は法的拘束力をもたず、受け手1RIJの主体的判断にお

いてどのような決定を行うかを決めるべきとした。文科大臣と教育委員会栂互の関係は「指導、

助言及び援助J(地教行法第48条)と規定されているが、これまでの「行うものとするJから f行

うことができるj と義務規定から一般規定に改められたのである(菱村幸彦:2000: 1)。

指導行政を担う指導主事の役割にも大きな修正をもたらした。亀井浩明(2001:139)は、これか

らの指導主事の職務として、教育課程における差別化が期待される中で、独自の教育活動を展開

することが要詰され、そのための指導・助言が期待されているとしづ。地教行法改定により自律性

に対する他律性要因は排除もしくは縮減され、対外的にその自律的な意思決定や運営を発展的に

していくため、地方行政の一般行政職員の一員としての役割と責任がより強く求められるとしづ。

例えば、教育長の補佐として議会答弁や地域住民への説明責任を果たすための関係の職務、他課

との連絡調整、教育施策立案実施の過程において基礎データの作成や基本方針作成の力量など、

専門的教育職としての力量の発揮がこれまで以上に期待されるのである。

3.教育長による学校支援改善の試み

筆者は、教育委員会事務局職員を経て校長となり学校経営に携わり、その後教育長としてほぼ
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同時期に勤務していた元教育長3名に対するインタビュー調査を平成 23(2011)年5月に実施し

た。当斗蕎成約インタビューで、面接時間は1人約2時間で、あった。回答者の属性は表1の通りで

ある。 3名とも校長職登用前は県教育委員会に勤務をしていた。調査対象者は、自治体の規模を

考慮:し中核市、中核市iこ次ぐ市、町の勤務経験者とし、同じ義務教育出身の教育長を選定した。

し吋えれの教育長も校長織に引き続き直ちに教育長になっている。

なお、本誠査は個別性が強く限定的であることはいうまでもない。しかし、教育委員会におけ

る学校支援関係を改善しようとする実践事例であり、本課題研究 f学校を支援する教育委員会の

機能と課題-市町村教育委員会の改善論-Jを検討する素材として意味をもつものと考える。

表1 回答者の麗性

教育長 市町村 人仁| 校小数学 校中数学 教育長歴 校!豆長 教行青政長歴前 教j訓藍 年齢

八教育長 八市(中核市) 34. :3 7"]人 49校 22校 5年(H16-21) 2年 16年(5)* 16年 67歳

B教育長 B市 16. 3万人 27校 11校 9年(H14-23) 6年 12年(0)* 20年 69歳

C教育長 CIUT 1.7万人 2校 2校 3年(H18-21) 5年 10年(2)* 20年 61 歳

* : ( )内は市教育委員会勤務歴の内数

( 1 )教膏委員会から支援を受ける校長としての1)アリティ・ショック

入職以前のイメージと入職後の現実のイメージとの落差による戸惑いをリアリティ・ショック

という。本調査では、教育委員会事務局職員として学校を支援する立場から、校長として支援を

受ける立場にかわり、教育委員会による学校支援の在り方をどのように認識したのか、この学校

支援の認識落差による戸惑いをリアリティ・ショックとした。インタビュー調査では、その後の教

育長職として学校支援の取組改善に繋がったと強く思われることを述べてもらったO

任浮校の期待する支援要請に応えられない教育委員会、指導主事

A教育長は小学校校長着任後、教育委員会との関わりの中で、学校の取組意欲を減じさせる指

導主事の学校対応の不誠実さを感じたとし、う。

校長着任早々、学校の教育課題を探索し、その解決に向け教育活動の改善を図っていこうと考

えた。その取組として、それまでの学力テストの結果を詳細に分析したところ、知能テストから

期待できる学力水準に到達しておらず、基礎的な技能の定着が弱し1とし 1う課題が浮かび上がった。

そのため朝の始業前に 15分間、週3回ドリル学習をさせることにした。学習時間を積算すると週

刊分間になるため、モジュール学習として正式の 1単位の学習時間として時数に含めて良いもの

かどうか市教育委員会に尋ねた。ところが間髪入れずに「前例が無く、単位時間は45分が基準に

なっているため、ダメですJとしづ指導主事の回答で、あった。結局はこの間題は、学習指導要領

解説総刻編に示されたように、条件付きではあるが当該教科の年間授業時数に含めることができ
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ることとなった。現場が新しいことをやろうとした時に、前向きに可能性を一緒に探るとか、達

成のための条件を検討するとか、実施を後押しする技術的助言や支援が必要であり、少なくとも

活動意欲を減退させるような対応は避けるべきと強く感じた。その後も、別件で相談すると、決

まってで、きない口実探しに躍起になり「予算がない、人がし 1ない、時間がなしリといったことば

かりで、学佼のために働いている、学校教育を共に担うパートナーとして学校を支援していくと

いう姿勢が感じられなかった。また、指導助言においても、学校の求める課題に却した具体的な

指導助言が無く、「市教委iこ相談できない雰囲気、あてにならない雰囲気」を感じ取ったとしづ。

@浮按の実態を級い上げての教青政策立案"施策展開をしない教育委員会

B教育長は;J、J判交校長着任後、教育委員会が学校の実際の実情をよく杷握せず、独自予算獲得

による教育政策立案・施策展開をしていないことを感じたとしづ。

特別支援教育の在り方に関する調査研究者会議による平成 15(2003)年「今後の特別支援教育の

在り方について(最終報告)J以降「特殊教育jから「特別支援教育」に転換され、「特殊教育の

対象の障害だけでなく、その対象で、なかった LD、ADHD、高機能自閉症も含めて障害のある児童生

徒に対してその一人一人の教育的ニーズ、を把握し、当該児童生徒の持てる力を高め、生活や学習

上の国難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものjとされ、

学校にその対応が求められた。しかし、学校現場の実情は、対応すべき児童生徒数は増加の一方

で、理念実現のための条件整備が遅々として進まず混乱していた。例えば、特別支援担当の人的

な配置が追いつかず慢性的な人員不足状態が続き、さらに教員もi障埠がいに対対.して適切に指導導4でき

る資質能力に乏しく仁、連臼管管;理職職:も対象児童の対応に追われている状況で

渡期的状況下と~~はま乱し\え、もはや学校の自助努力の対応範囲、能力を超えており、教育委員会はこ

のような状況を打開すべく、学校の現状を詳細に把握し、教育委員会内部並びに市長部局とも交

渉し、予算を獲得し、人員の配重し、教育環境の整備を早急にすべきであると感じたとしづ。

@激育の責任を共に担うというつながりが薄い操教育委員会

C教育長は小学校校長着任後、自身が勤務していた県教育委員会は、学校現場の教育の責任を

共に担うといった視点からは、学校とのつながりが極めて薄い存在であると実感したとしづ。

着任校に理不尽な要求をする保護者が数名いた。長時間のクレーム、度重なる執判jなクレーム、

度を超す理不尽な要求、そして文科大臣や知事へのダイレクトのメール送信。クレームのメール

が文科大臣や知事に送られた場合 県教委は、市教委を通して、学校に詳細な経過報告の提出を

短時間の内にするよう求めた。これらの報告事案は、学校として長年の懸案の事項として対応し

ていたもので、問題の要因が複雑に絡み合い、学校だけでは解決が難しいもので、あったO それま

でに市教委の担当係、指導主事等と共に保護者や児童の対応に当たり、また関係機関と一緒に事

例研究会等を実施し、役割分担を多面的にしながら対処していた。常に子どもたちを中心に据え、

問題解決を目指したが、状況は事務局職員としてもっていた認識を遥かに超えるものであり、担

当教員や学校をクレーマーからし 1かに守ったらよいのか常に考えたとしづ。そのi際、県教育委員
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は学校とのつながりが極めて薄く、有効な支援を受けられなかったことを実感したとしづ。

(2)教曹長として、 1)アリティ・ショックを生かした、学校支援改善の試み

元教育長たちは、校長の時の支援された時の想いを生かしながら、学校に役立つ教育委員会を

目指し、多くの学校支援改善の試みを行っていた。特徴的な試みを紹介する。

d滞導主事の日常的な学校支援とアカンタピリティの推進
A教育長は、主に2つのことに取り組んだ。 1つは、学校に密着し学校に根ざした誠実な学校

支援、もう 1つは取組状況の情報の公開と共有化である。学校と教育委員会をつなぐ窓口は指導

主事が担うことが多い。そのため、責任ある支援が継続的にできるよう主に担当する指導主事を

学校ごとに決めた。担当指導主事は日常的に学校に訪問し、学校固有の教育課題の把握から、そ

の解決に向け計画段階から積極的に関わらせ、学校と共に活動をする学校支援方法に改善した。

また、集められた情報は、各校の教育活動進捗状況として全小中学校はもとより市民にも取組状

況が分かるように公開した。また、取組に課題があればさらに市教委として支援策を講じた。つ

まり、市教委としての市民へのアカンタピリティの責任を果たすために、各学校の取組を見える

化し、目標達成に向けての具体的で積極的な学校支援に改善した。

②指噂主事を専門的教商職員として教青政壌の企画立薬事務に績極的に活用

B市の市長は総合行政の一環として教育行政を捉えており、教育への関与は強く、 B教育長は

市長の強し1影響のもと職務を遂行していた。またB市長は中核市への対抗意識が強く、新規事業

導入に積極的で、新剤、生のある事業として特区申請は特に熱心で、教育特区活用により小'判交に

おける英語科導入の提案が市長より教育長に行われた。これを受け、教育長は担当指導主事をス

タップとして積極的に活用し、学校現場の教員とプロジェクトチームを作り、市独自の教育政策

を作成させ、実施した。他にも、学校の特別支援教育の実施状況やその他教育活動状況をまとめ

させ、市単独の非常勤講師派遣事業や専門家によるアドバイザ一派遣事業、さらに教室への冷房

設備の設置など、予算化に向け資料作成や事務局内での他課との調整、市長部局との折衝など、

指導主事に教育行政事務を積極的に行わせた。 B教育長は、首長との良好な関係を維持しつつ、

指導主事を介し学校現場の意向を教育政策・施策に積櫨的に取り組もうとした。

③指導主事の職務を教育長が祷完し、学校の費任を共に担うパートナーシップの発課

平成 19(2007)年度の地教行法の改正により、平成 20年(2008)度以降市町村教育委員会は事務

局に指導主事を霞くように務めなければならないとなった。 c町はそれにさきがけ、平成
15 (2003)年度より指導主事を 1人配置した。 c教育委員会は一般行政職員を含め全部で5名の職
員数である。押田貴久(2008:53-67)が指導主事一人配置の職務実態調査で指摘しているように、

C町も行政内部のタテ系列の事務作業に忙殺され、指導助言活動を十分行えない状況で、あったO

そこで、教育事務所の指導主事の協力を積極的に得ながら、教育長自らも指導主事を補完するよ

うに学校とのつながりを強くし、校長との相談に基づくきめ細かな支援を行ったO しかし、実際
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の各学校への支援は慎重で、抑制的であり、 C教育長は校長との関係を指示する上司、指示され

る部下としづ関係ではなく、共に町の学校教育の責任を紐うパートナーとしての関わりを重視し、

共に課題解決策を練り、限られた経営資源を集中的に投下する関係性を重視した取組を行ったo

4.市町村教育委員会における学校支援の課題

( 1 )学校支援モデルと事例分析

d洋校支援モデル

学校に対する支援的な関わり方について、曽余田浩史(2004:156-160)は外部者が自律的な学校

づくりに関わる際に、短期的な成果よりも長期的な有効性を重視し、京且織の自己学習能力を高め

るような働きかけが重要であるとしづ。その際、アメリカの組織行動論を研究しているエドガー-

H・シャインが示した、「専門的知識提供一購入jモデル、「医師一患者jモデ、ル、「プロセス・コン

サルテーションJモデルの3つの支援の仕方が有効であると指摘している。特に、プロセス・コ

ンサルテーションモデルは、学校の外部者と内部者の協{動的な実践や対話は内省的な探求フ。ロセ

スとなり、実践者は自らの実践の中で無意識に働かせている暗黙知を省察(リフレクション)し、

意味づけし、言語化(形式知化)し吟味修正する。そしてそれをもとに新たな実践を行い暗黙知化

していく。外部者は内部者にとって自明の前提を吟味してもらうように働きかけ、暗黙知を形式

知化するのを手伝う等、この循環を促進するファシリテーターの役割を担う。こうして暗黙知と

形式知の相互循環を繰り返すことにより学校の自己学習力を高めてしだ。自律的学校経営を推進

する教育委員会や指導主事等が行う学校支援においては、このプロセス・コンサルテーションを基

盤にしつつ、状況に応じてモデ、ルを使い分けていくことが有効であると捉えている。

表2 コンサルティングの3つのモデル

モデル 専門的知識提供一購入 医師一患者 ブヲロセス・コンサルテーション

クライエント(学校)からの要求 コンサルタント(支援者)が現場に クフイエントとコンサルタン ト

に応じて専門的な知識・技能を提 入って紘織の診断をし、問題解決法 が協働して診断し解決法を探求

内容 供する。 を処理する。 する。さらに、コンサノレタント

の診断と問題解決の技能をクラ

イエン卜に引き継く〉

当面の問題を解決するシングル 当面の問題を解決するシングルル 学習する能力を増大させ、同様

目標 グループ学習の促進 ープ学習の促進。 の問題が再発しないようにする

タcブツレループの学習の促進。

クフイエン コンサルタン卜が提供する解決 診断と解決法の両方でコンサルタ 診断及び問題解決の両方でクフ

トの立場 法に依存。 ントに依存。 イエントが主導権を保持。

クフイエン卜は自分でどのよう 外部者がその状況に入り込んでき その組織でどのような解決法が

基本的仮定
な情報やサービスを求めている た問題を見極め、それを解決するこ うまく働くのかを最終的に知っ

か知っており、コンサルタントは とができる。 ているのはクライエントだけで

それらを提供できる。 ある。

有効に機能
クフイエントにとって問題が何 クフイエントにとって、問題が何で クフイエントにとって、問題も

であるかと、解決法の性質の両方 あるかはっきりとしているが、解決 解決法も明確でない場合。
する条件

が明確である場合。 法が定かでない場合。

(曽余田作成 、ンャイン『プロセス・コンサルテーションJ白桃書房、 2003、1.-.....，31J貰より作成)
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@浮校支媛モデルと事例分析

A教育長が校長として教育委員会にモジュール学習の授業時数への取扱について問い合わせた

ことに関して、指導主事は、「専門的知識提供-購入jモデル型の学校支援を行ったO 校長として

は、問し¥合わせ以前に正規の授業としての取扱は難しいことは承知しており、そこを何とか打開

するための条件を探索しており、指導主事にはそのための技術的な助言を求めていたと思われる。

この指導主事は、校長が何を支援してほしいのかという課題をすりあわせのないままに助言を行

ったため、期待する援助内容にギャップが生じ、その結果校長に受け入れられず、 f当てにならな

しリ「役に立たなしリという認識に至ったものと考えられる。

そこで、教育長就任後、学校に役立つ学校支援が行えるよう、指導主事を学校担当制にした。

それぞ、れの学校に日頃から張り付き、'判交の実態分析、課題創出、実践計画等に一緒に関わりな

がら行い、状況を十分把握して支援を行い、学校が主体的に教育活動を行えるよう支援体制を改

善した。これは「フOロセス・コンサルテーションjモデ、ル型の学校支援への移行と考えられる。

C教育長は、校長として対応が難しい保護者の事案に当たって、当初解決の糸口が見つからず、

各方面に苦情が上げられ困っていた。それを担当指導主事等の助言により、関係諸団体と共に事

例の検討・協議を実漉しながら対応していったO 初期段階では「医師-患者jモデル型の学校支援

を受け、それ以後は「フ。ロセス・コンサノレテーションj型の学校支援を受けた口混乱した状況の

中で、学校に寄り添う有効な支援で、あったと認識していた。教育長就任後は、教育活動の主体は

学校であり岳律性を尊重する立場から、学校のパートナーとして「プロセス・コンサルテーショ

ンj型の学校支援に務めていたと考えられる。

(2)今後の課題

d清陵曹の地方自治機構としての教育委員会機能の充実と教膏政策への積極的関与
B教育長の学校支援の取組として、市長の発案による教育特区申請による教育政策の展開があ

った。また、指導主事による学校の要望等を吸い上げ、ボトムアップ。型の教育政策・施策の立案

により、学校の人的、設備的な教育環境の整備が進められた。 B教育長によると、近年は教育政

策・施策展開について市長・議会等での同意は以前より得やすくなってきているとしづ。

この背景として、地教行法の改定により、機関委任事務制度が廃止され新たな事務再編をされ

たこと、そして教育長は自治体国有の人事として首長に任命されかつ議会同意を必要なポストに

なることにより、教育の専門家と同時にこれまで以上に、制度的にも住民代表機構の担し 1手と見

なされる部分が大きくなってきているものと考える。これは、政治的基盤の獲得を意味し、首長

や議会の承認を要するような政策や施策を発案する場合にこれまで、以上に有利な立場に立つこと

をも意味している。これまで教育委員会は政治的中立性の維持や教育行政の安定の確保への配慮

から、自治体政治に対して距離を置く戦略をとってきた。今後、首長の教育へのリーダーシップ

を忌避するのではなく、地方分権・地方自治の新たな構築が課題となっており、教育委員会制度
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の改革は地方自治体の政治的課題となっていることと認識すべきであると小)11正人(2006:132)は

指摘する。そのため、社会の諸勢力の利害関係を調整しつつ、教育の理想、を現実化する枠組みの

構築、教育政策を展開する教育長の「政治j力の発揮が大きく求められてきている。

②専門的指議事性を担保する指導主事の高度な資質能力の宵成

力日治佐哲也(2002:2-24)は、これまでの教育長、指導主事等の職務活動が学校の問題解決a、学校

改善に必ずしも役立っていないことを指摘している。学校側の専門性・自律性を無視した、ある

いは配慮、しない一方的、強制約な ij叩しつけ」的指導で、あっては、校長や教師には反発、敬遠、

嫌悪され、学校内に浸透してしゅ瓦ない。場合によっては受容されたとしても不本意であり、結局

学校の雰囲気や教師の意欲を損ねてしまう。逆に、教師の専門性や自律性を尊重し、学校の協{動

性を促進するような助言や援助で、あれば、子どもの実態や教師の教育観などを踏まえた学校個別

の要求や独自性も生かされ、学校は活気づき、教育委員会の支援も効果を発揮するものとなる。

今後、指導主事等が、学校教育の専門的事項について、地域の情報収集や調査・研究を一層じ

っくり取り組めるようにするために日常的な指導行政事務の見直しを図ることが重要である。ま

た、教育政策の立案能力、利害関係者間の交渉能力、学校の援助職として適切に学校支援ができ

る支援能力など、専門的教育職員としての力量形成のために新たな育成制度の構築や質保障のた

めの指導主事資格要件の検討、あるいは資格付与制度の創出などが求められていると考える。

く参考・引用文献>

西尾勝・ IJ，) 11正人編(2000)~分権改革と教育行政』ぎ、ょうせい

穂坂邦夫(2005)~教育委員会廃止論』弘文堂

老山由美(1996) i指導行政機能と指導主事の職務に関する一考察J~日本教育行政学会年報』第

22号、 pp.59-70

高橋寛人(2000)~戦後教育改革と指導主事制度』風間書房、 pp.98-111

村井実訳(2010)~アメリカ教育使節団報告書』講談社、 p.67

武田一郎(1952)~指導主事の職務』学芸図書、 p.63

文部省初等中等教育局編(1950)~中学校・高等学校指導主事の職務』日本教育振興会

小島弘道(2007)~時代の転換と学校経営改革』学文社、 pp. 14-20 

小島弘道編(1993)~学校改善を支える教育委員会』東洋館出版社

堀和郎(2009)~教育委員会制度再生の条件』筑波大学出版会、 p. 206 

新藤宗幸(2002)~地方分権〔第 2 版J~ 岩波書庖、 p. 162 

堀内孜「地方分権推進と教育委員会制度見直しj堀内孜編『地方分権と教育委員会制度』ぎょう

せい、 pp.1-30

大脇康弘(2002) i指導・助言の見直しと学校の自律性確立」堀内孜編『開かれた教育委員会と学

校の自律性』ぎょうせい、pp.160-163

円

i
っ，ム



『学校経営研究J第 37巻 2012 

菱村幸彦(2000)r指導・助言の法的性質JW教職研修資料jNo2、教育開発情報センタ一、p.1 

亀井浩明(2001)r指導主事の職務内容に関する考察と今後の課題JW学校経営』明治図書、

pp. 138-157 

押国賓久(2008)r指導主事の職務に関する研究JW東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢』

第27号、 pp.53-67 

押田貴久(2009)r自治体における教育特区の導入と指導主事役割J~神奈川大学心理・教育研究論

集J第29号、 pp.21-29

辻村貴洋(2008)r専門的教育職員と教育自治J~~ヒ海道大学大学院教育斜計究院紀要』第 104 号、

pp.281-294 

曽余田浩史(2004)r~判交経営研究における臨床的アフOローチの構成条件JW 日本教育経営学会紀要J

第46号、 pp.156-160

E.Hシャイン(2010)Wプロセス・コンサノレテーションー援助関係を築くこと』稲葉元吉・尾川丈一
訳、白桃書房

E'Hシャイン(2010)W人を助けるとはどういうことか-HELPINGj金井真弓・金井害宏訳、英治出版

佐々木幸寿(2006)W市町村教育長の専門性に関する研究』風間書房

河野清和(1996) r教育長のリーダーシッブ"'(こ関する研究J~広島大学教育学部紀要』第 45 号、

pp. 37-45 

小川正人(2006)~市町村の教育改革が学校を変える-教育委員会制度の可能性』岩波書底、

pp.132-133 

加治佐哲也(2002)r教育委員会の専門性と行政能力の向上j堀内孜編『教育委員会の組織と昨自

の実際』ぎょうせい、 pp.2-24

口民
U
q
/
“
 


	0021
	0022
	0023
	0024
	0025
	0026
	0027
	0028
	0029
	0030
	0031

